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先月ご紹介したＳ事件（横浜地裁

令和２年３月２７日判決／東京高裁

令和３年１月２１日判決）では、裁判

所は、タイムカードの記録から残業時

間を認定し、その結果、長時間労働が

認定され（亡くなる直前６か月の平均

残業時間が約８０時間）、この従業員

が亡くなった原因は会社の業務に起

因するとし、会社と取締役１名に対し

て損害賠償の支払いを命じました。 

ただこの事案、従業員側の事情も指

摘され、損害額の一部が過失相殺の考

え方によって減らされました。過失相

殺とは、何らかの損害が発生したとき

に、その損害をどちらにどのように負

担させるのが公平かという見地から、

裁判所の判断で、その原因に寄与した

割合で減額する方法のことをいいま

す。 

 

１ 過重労働事案における過失相殺 

 工場での作業中に不安全な行動を

とった、安全器具を付けなかったなど、

従業員側の落ち度が分かりやすい事

案と異なり、今回のように長時間労働

による健康被害が発生した場合、従業

員側の落ち度の認定は難しいところ

があります。この事案では、従業員の

食生活や健康診断の受診状況など、本

人の健康状態から従業員の過失を検

討しています。 

 

２ 従業員の健康状態、生活習慣 

 この事案では、亡くなった従業員は、

平成１１年頃から毎年１回、会社の定

期健康診断を受診しており、同年８月

３０日の健康診断では血圧が１４２

／９２ｍｍＨｇでした。平成１３年８

月２８日の健康診断で血圧（１５８／

１００ｍｍＨｇ）、血中脂質（総コレ

ステロール２３３ｍｇ／ｄｌ）等につ

いて異常の判定を受け、翌年以降も同

様でした。平成２０年以降の健康診断

では収縮期血圧が２００ｍｍＨｇ、拡

張期血圧が１２０ｍｍＨｇ以上とな

り、平成２３年５月２６日の健康診断

における血圧は２１０／１２０ｍｍ

Ｈｇでした。また、その際の身長は１

６９ｃｍ、体重は７８ｋｇ、ＢＭＩは

２７．３、ＬＤＬコレステロールは１

６０ｍｇ／ｄｌ、ＨＤＬコレステロー

ルは３８ｍｇ／ｄｌであり、血圧、血

中脂質等について異常、ＢＭＩ、ＨＤ

Ｌコレステロールについて軽度異常

と判定されていました。 

 また当該従業員の健康診断個人票

には、平成１９年５月１５日、平成２

２年５月１２日及び平成２３年５月

２６日の既往歴欄に「高血圧（治療中）」

と記載されているものの、当該従業員

は少なくとも平成１９年以降は病院

を受診していませんでした。当該従業

員は、平成２１年から平成２３年の３

年分の健康診断の結果を開封してお
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らず、病院への受診の有無を確認した

会社に対して、病院に行って薬を飲ん

でいるなどと答えていました。 

 このように当該従業員は、治療を要

する健康状態であったにもかかわら

ず治療をしておらず、かつ、会社から

の問い合わせに対しては病院に行っ

て薬を飲んでいるという事実と異な

る報告をしていました。 

 また、当該従業員は、平成２２年夏

頃まで１日に２０本程度の煙草を吸

っており、毎日ビール１～２本程度の

飲酒をしており、食事に好き嫌いはな

かったものの、油ものを摂取すること

が多く、間食することもあり、また、

運動をする習慣はありませんでした。 

 このように裁判になった場合、その

従業員の生活状況についても細かく

裁判所が認定することになります。 

 

３ 裁判所の判断 

 裁判所は従業員側の事情として、会

社の実施する健康診断において、平成

１３年５月以降、継続して高血圧を指

摘されて産業医との面談が行われた

にもかかわらず、少なくとも平成１９

年以降に病院を受診せず、会社に対し

て病院を受診しているなどと虚偽の

事実を述べ、また、家族に対しても健

康診断の結果を伝えずに高血圧が

徐々に増悪したこと、脳出血の危険因

子である飲酒を本件脳出血の発症時

点まで継続していたことが認められ

ることなどを指摘し、損害の全額を会

社に賠償させることは公平の見地か

ら相当ではなく、過失相殺の規定を類

推適用し、従業員側の過失を７割と判

断しました。 

 もっとも、高裁判決では、７割から

５割に変更されています。 

 

４ 従業員側の事情について 

 従業員側の事情としては、もともと

既往症がある場合や本人側の落ち度

がある場合など様々あります。 

 個人的には、労働事件における従業

員側の過失は、２～４割程度にとどま

ることが多い印象なのですが、この事

件では地裁では労働者側の過失を７

割、高裁でも５割も認定しています。

もちろん長時間労働をさせた会社の

責任が帳消しになるわけではないで

すが、自身の健康は自分で健康に保つ

べきことについて裁判所も一定の理

解を示していると考えます。また健康

状態について会社が問い合わせた場

合に、本人が虚偽の事実を述べたこと

も影響しているように思います。 

 会社としても、従業員の健康状態の

うち業務に支障が生ずる可能性のあ

るものについては治療を勧めたり、治

療の状況を定期的に報告するよう求

めるなど、従業員の健康状態について

も気にする必要があります。 

また従業員が治療を拒否するよう

な場合で、業務に支障が生ずる可能性

があるような場合には、治療を受けて

いることの確認が取れるまでは就労

させないなどの措置を講ずることも

検討する必要があるかもしれません。 
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